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○生活保護法に基づく医療機関の指定……………（福祉保健課）６
○保安林の指定予定の通知（５件）………………（自然環境課）６
○道路の区域の変更（２件）………………………（道路保全課）７
○道路の供用の開始…………………………………（　　〃　　）８
　　　公　　　告
○開発行為に関する工事の完了……………………（建築住宅課）８
○落札者等の公告………………………………………………………８

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　規　　　則
○特定水産資源の漁獲量等の報告に関する規則…（水産政策課）１
○特定水産資源の採捕の停止に関する規則………（　　〃　　）６
　　　告　　　示
○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止の届出…（福祉保健課）６

規　　　　　則

　特定水産資源の漁獲量等の報告に関する規則をここに公布する。　
　　令和２年11月24日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
宮崎県規則第54号
　　　特定水産資源の漁獲量等の報告に関する規則
　（趣旨）
第１条　この規則は、漁業法（昭和24年法律第 267号。以下「法」という。）第26条第１項及び第30条第１項の規定による特定水産資源の
　漁獲量等の報告（以下「漁獲量等の報告」という。）に関し、必要な事項を定めるものとする。
　（漁獲量等の報告の方法）
第２条　漁獲量等の報告は、送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組
　織を使用する方法であって、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情
　報が記録されるものにより行うものとする。
２　前項の規定にかかわらず、電子情報処理組織の異常若しくは保守点検又は報告すべき事項が著しく急激に増加したことその他やむを得
　ない事由がある場合には、漁獲割当管理区分に係る報告にあっては別記様式第１号による書面により、非漁獲割当管理区分（漁獲努力量
　管理区分を除く。）に係る報告にあっては別記様式第２号による書面により、漁獲努力量管理区分に係る報告にあっては別記様式第３号
　による書面により、それぞれ行うことができる。
３　前項に規定する各書面を郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第２条第６項に規定する一般信書
　便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便で提出した場合には、特定水産資源を陸揚
　げした日から知事に報告するまでの期間の計算について、送付に要した日数は、算入しない。
　（代理人による報告）
第３条　漁獲量等の報告をしようとする者が、代理人を用いて当該報告をする場合には、あらかじめ、別記様式第４号による書面を知事に
　提出しなければならない。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、令和２年12月１日から施行する。
　（海洋生物資源の採捕の数量等の報告に関する規則の廃止）
２　海洋生物資源の採捕の数量等の報告に関する規則（平成８年宮崎県規則第53号）は、廃止する。
　（海洋生物資源の採捕の数量等の報告に関する規則の廃止に伴う経過措置）
３　前項の規定による廃止前の海洋生物資源の採捕の数量等の報告に関する規則の規定は、漁業法等の一部を改正する等の法律（平成30年
　法律第95号。以下「改正法」という。）附則第28条の規定により改正法第６条の規定による廃止前の海洋生物資源の保存及び管理に関す
　る法律（平成８年法律第77号）の規定がなおその効力を有することとされる間、なお効力を有するものとする。
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　特定水産資源の採捕の停止に関する規則をここに公布する。　
　　令和２年11月24日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第55号
　　　特定水産資源の採捕の停止に関する規則
　（趣旨）
第１条　この規則は、漁業法（昭和24年法律第 267号。以下「法」という。）第33条第２項の規定による特定水産資源の採捕の停止に関し
　、必要な事項を定めるものとする。
　（特定水産資源の採捕の停止）
第２条　知事が法第33条第２項各号のいずれかに該当すると認める旨の告示をしたときは、それぞれ当該各号に定める者は、当該告示をし
　た日の翌日から同日の属する管理年度の末日（当該告示において期間が定められた場合にあっては、当該期間の末日）までの間は、当該
　告示に係る特定水産資源の採捕をしてはならない。
２　前項の規定にかかわらず、知事が同項の告示に係る場合に該当しなくなったと認める旨の告示をしたときは、同項の告示に係る者は、
　当該該当しなくなったと認める旨の告示をした日から同項の告示に係る特定水産資源の採捕をすることができる。
　　　附　則　
　（施行期日）
１　この規則は、令和２年12月１日から施行する。
　（知事管理量に係るくろまぐろの採捕の停止に関する規則の廃止）
２　知事管理量に係るくろまぐろの採捕の停止に関する規則（平成30年宮崎県規則第65号）は、廃止する。
　（知事管理量に係るくろまぐろの採捕の停止に関する規則の廃止に伴う経過措置）
３　前項の規定による廃止前の知事管理量に係るくろまぐろの採捕の停止に関する規則の規定は、漁業法等の一部を改正する等の法律（平
　成30年法律第95号。以下「改正法」という。）附則第28条の規定により改正法第６条の規定による廃止前の海洋生物資源の保存及び管理
　に関する法律（平成８年法律第77号）の規定がなおその効力を有することとされる間、なお効力を有するものとする。

告　　　　　示

宮崎県告示第 924号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第50条の２（中国残留邦人	
等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定	
配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第	
４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定によ	
り、指定医療機関から次のとおり廃止した旨の届出があった。
　　令和２年11月24日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

名　　称 所　　在　　地 廃止年月日

是枝歯科医院 都城市上水流町1113－
15

令和元年12月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 925号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第49条（中国残留邦人等の
円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶
者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項
においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により、	
医療扶助及び医療支援給付のための医療を担当させる機関を次のと	
おり指定した。
　　令和２年11月24日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

名　　称 所　　在　　地 指定年月日

是枝歯科医院 都城市上水流町1113－ 令和２年10月１日

15

西都ゆり薬局 西都市大字右松1084番
地５

令和２年11月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 926号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産
大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定である旨の通知があ
った。
　　令和２年11月24日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　保安林予定森林の所在場所　都城市山之口町富吉字斧礪 254、
　 256－１、 256－４、字瓶釣 545－12、 545－19、 546－２、 5
　46－３、字蔵迫7059－49、7059－51、7059－58、7081、7092、70
　94、7095、7097、7099、7100
２　指定の目的　水源の涵

かん

養
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　次のとおりとする。
　　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林
　部自然環境課及び宮崎県北諸県農林振興局並びに都城市役所に備
　え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 927号
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　森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産
大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定である旨の通知があ
った。
　　令和２年11月24日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　保安林予定森林の所在場所　延岡市北浦町三川内字槙鼻平5314
　－６、5314－26、5314－27、5314－35
２　指定の目的　水源の涵

かん

養
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　次のとおりとする。
　　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林
　部自然環境課及び宮崎県東臼杵農林振興局並びに延岡市役所に備
　え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 928号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産
大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定である旨の通知があ
った。
　　令和２年11月24日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　保安林予定森林の所在場所　延岡市北浦町三川内字山ノ口1935
　－６、1935－７、1935－９、1955、字樋掛1980－47
２　指定の目的　水源の涵

かん

養
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　次のとおりとする。
　　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林
　部自然環境課及び宮崎県東臼杵農林振興局並びに延岡市役所に備
　え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 929号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産
大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定である旨の通知があ
った。
　　令和２年11月24日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　保安林予定森林の所在場所　小林市須木鳥田町字釘水流2644－
　22、字岩野2791－１、2791－84、須木中原字永野2042－６、2042
　－７、字川内2605－１、2605－10
２　指定の目的　水源の涵

かん

養
３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　次の森林については、主伐は択伐による。
　　　　字岩野2791－１（次の図に示す部分に限る。）
　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
　　ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　次のとおりとする。
　　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関
　係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び宮崎県西諸県農林振興
　局並びに小林市役所に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 930号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産
大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定である旨の通知があ
った。
　　令和２年11月24日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　保安林予定森林の所在場所　児湯郡西米良村大字越野尾字小春
　 142－３、 142－４、 142－６、 142－13
２　指定の目的　水源の涵

かん

養
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　ウ　間伐その他特別の場合の伐採に係るものは、次のとおりと
　　　する。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　次のとおりとする。
　　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林
　部自然環境課及び宮崎県児湯農林振興局並びに西米良村役場に備
　え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 931号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道
路の区域を次のとおり変更する。
　なお、関係図面は、令和２年11月24日から同年12月８日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和２年11月24日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間

新旧

の別

敷地の
幅　員
�メートル�

延　長

�メートル�

 224 県道 遠見半
島線

東臼杵郡門
川町大字庵
川字烏帽子
滝4684番７
地先から同
郡同町同大

旧  4.6～
10.6

 242.5

新  5.4～
11.3

 242.5
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字同字4679
番１地先ま
で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 932号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道
路の区域を次のとおり変更する。
　なお、関係図面は、令和２年11月24日から同年12月８日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和２年11月24日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 933号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道
路の供用を次のとおり開始する。
　なお、関係図面は、令和２年11月24日から同年12月８日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和２年11月24日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間

新旧

の別

敷地の
幅　員
�メートル�

延　長

�メートル�

 224 県道 遠見半
島線

東臼杵郡門
川町大字庵
川字芳谷47
23番１地先
から同郡同
町同大字字
烏帽子滝46
84番７地先
まで

旧  5.5～
17.8

 313.1

新  5.2～
19.9

 311.0

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間 供用開始の期日

50 県道 諸塚高
千穂線

東臼杵郡諸
塚村大字家
代字森ノ下
1090番４地
先から同郡
同村同大字
同字1090番
４地先まで

令和２年11月24日

公　　　　　告

　都市計画法（昭和43年法律第 100号）第29条第１項の規定により
許可した次の開発行為に関する工事は完了した。
　　令和２年11月24日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

開発区域又は工区に
含まれる地域の名称

　　開発許可を受けた者の
　　住所及び名称

東臼杵郡門川町大字加草字深
迫 592番外10筆、 579番の一
部、 584番１の一部、 584番
２の一部、 586番１の一部、
 603番３の一部、 603番10地
先里道の一部、 586番１地先
里道の一部、字加草口 478番
１の一部、 484番１の一部、
字大迫尻 533番３

延岡市東本小路４番地３さくら
ビル３Ｆ
株式会社サンライフホーム

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
落札者等の公告
　一般競争入札により落札者を決定したので、次のとおり公示する
。　　
　　令和２年11月24日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　落札に係る物品等の名称及び数量
　　ワイヤーカット（放電加工機）一式　２セット　
２　契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地
　　宮崎県会計管理局物品管理調達課物品調達担当　宮崎市橘通東
　２丁目10番１号
３　落札者を決定した日
　　令和２年11月11日
４　落札者の氏名及び住所
　　大栄機工有限会社　宮崎市吉村町久保田甲 912－１
５　落札金額
　　63,646,000円
６　一般競争入札の公告を行った日
　　令和２年10月１日
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